
佐渡市将来ビジョンの概要 

◆佐渡市の現状と課題 
① 市内の人口が毎年１千人ずつ減少し、地域購買力が低下するとともに、市内総生産額が減少することが想定され、将来的には生産年齢人口が 
  ５０％を下回ると想定されている。 
② 合併特例措置により算定されている普通交付税が、平成31年度から一本算定に完全移行することから、それに向けた行財政改革及び成長力強 
  化戦略の見直しが必要。 
③ 市役所機能が分散しており時間的及び経済的に非効率な状況にあるため、一時断念した庁舎整備について合併特例債延長法改正により財源 
  確保の見通しがついた。 
④ 離島における救援体制や非難対策の重要性を改めて認識し、ソフト・ハード面での対策が必要。 

◆将来ビジョンの方針◆ 

財政計画、行政改革、成長力強化戦略を包括し、市の最上位計画として位置付け 

１．財政計画 

◆基本方針 
・平成３１年度までの人口推計を行い、類似団体の標準財政規模等との 
相関関係の分析を行い、それを参考に現時点で想定できる予算規模等 
を推計。 
・平成３１年度の地方交付税を基本として、佐渡市のあるべき姿と財政健 
全化に向けた予算編成規模を推計。 

（単位：百万円） 
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（単位：百万円） 

人件費 7,297 7,130 6,960 6,790 6,620 6,450

公債費 7,684 7,650 8,020 7,830 7,740 7,620

普通建設事業費 17,021 10,800 9,150 8,250 7,380 6,490

その他経費 20,298 20,720 19,770 19,230 18,660 18,040

予算規模 52,300 46,300 43,900 42,100 40,400 38,600
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市税 5,356 5,389 5,283 5,216 5,156 5,057

地方交付税 21,400 23,144 21,318 19,641 18,265 16,887

市債 13,444 4,970 4,860 4,740 4,630 4,530

その他収入 12,100 12,797 12,439 12,503 12,349 12,126

予算規模 52,300 46,300 43,900 42,100 40,400 38,600
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４．成長力強化戦略 

◆重要課題   ・人口減少対策  ・人材育成・確保対策  ・高齢者・障がい者対策  ・防災対策 

◆目標 「佐渡の豊かな自然の恵みを活かした付加価値の高い産業おこし」 
      「佐渡の魅力を活かした観光等交流人口の拡大によるにぎわいの島づくり」 

◆必要性と位置付け 

 ・本庁等の建物の耐用年数がほぼ経過している現況等を把握し、有利な合併特例債が活用可能な期間内に一体的な整備が必要。 

 ・基本構想は、庁舎等を建設する際の基本的な考え方や方針などを示すものとする。 

◆本庁舎建設 
 ・本庁機能の分散化による市民の利便性低下の改善や市政の拠点施設として本庁機能を集中した経済的な本庁舎が必要であるため、現庁舎を 

 活用しながら、その周辺に新庁舎を増設する。 

◆支所・行政サービスセンター 
 ・地域力の向上、活性化、発展の拠点として、機能を強化・拡充し、地域の実情に即したきめ細やかな行政サービスを行う施設として整備する。 

３．新庁舎建設等基本構想 

２．行政改革の指針 

◆目標 

 ・最大の効果をあげるため、最小の経費で既存システムを不断に見直し改善していくことが課題であり、更なる行政改革を推進するため、引き続き 

  『市民参画による行政経営の推進』を目標とする。 

◆基本方針 
 ・自律的な財政運営の推進･･･将来を見据えた人員、資産、財源の配分の適正化を図り、事業見直し等による歳出削減と自主財源確保に努める。 

 ・人材育成と組織・機構の改編･･･人材育成や評価により組織の活性化を図り、行政需要や地理的条件等に配慮した効率的な組織への改編を行う。 

 ・情報公開による信頼性の確保と行政サービスの向上･･･積極的に情報を公開し、市民視点に立った満足度の高いサービスの提供に努める。 

 農林水産業の振興 

  生物多様性を基本とした販売戦略 
  産業間連携と雇用の確保 

産 業 の 振 興 
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 観光の振興 

 
  交流人口の拡大 

観光等交流人口の拡大 
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 災害に強い島づくり 

  医療・福祉・介護体制の整備 
  過疎化に対応した地域づくり 

安全・安心な地域づくり 

１ 

２ 

３ 

 航空路の整備 

  佐渡航路の安定と充実 
  島内公共交通体系の整備 
  道路の整備 

交通インフラの整備 

１  次世代を担う人材育成 

 
  地域や産業のための人材の育成・確保 

佐渡活性化のための人材の育成・確保 
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